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2022 年度調査 結果の概要 

 
１．研究開発投資の動向 

・2021 会計年度における主要業種の社内研究開発費は、１社当たりの平均値が 26 億 9,319

万円であり、外部支出研究開発費は平均 4 億 7,484 万円であった。 

・2022 年度の社内研究開発費支出が増加する予定と回答した企業の割合が 33%で大きく、減

額した割合や前年度と同額とした割合を上回っている。 

2021 会計年度における回答企業の主要業種※1 における社内研究開発費は、1 社当たり平均が

26 億 9,319 万円（うち受入研究費が平均 9,722 万円）、総外部支出研究開発費が平均 4 億 7,484
万円であった。  

前回調査結果と比較すると、社内研究開発費は、平均値、中央値とも増加した※ 2。受入研究費の

平均値が増加する一方、総外部支出研究開発費の平均値は減少している。  

※１  主要業種とは、回答企業において最大の売上高を占める事業のことである。  

※２  本調査の回答率は 50%台であるため、調査対象母集団の全体的な変化を示しているわけではない。  

また、前年度と今年度の調査の回答企業は同一でないため、同一条件での比較ではない。  

 
2021 年度及び 2022 年度における研究開発費の増減（いずれも前年度と比較した増減）を尋ね

たところ、2021 年度の社内研究開発費を前年度より増額したと回答した割合が 47.6%と最も多く、減

額した割合（35.7%）や前年度と同額とした割合（16.7%）を上回っている。また、2022 年度の予定

や方針についても、前年度よりも増額すると回答した割合（33.0%）が最も高い。一方、外部支出研

究開発費については、2021 年度、2022 年度ともに約半数弱の企業が同額と回答している。  
 
 

図 1．  2021 年度及び 2022 年度における研究開発費の増減（前年度との比較）  
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・業種別の研究開発集約度は、電子応用･電気計測機器製造業、学術・開発研究機関、医薬品

製造業が上位であり、11%を超えている。 

自社負担で社内、社外を問わず主要業種の研究開発に支出した総額を売上高で除した値（「対売

上高・自社負担研究開発支出総額比率」）で示した研究開発集約度は、電子応用･電気計測機器製

造業（14.7%）が最も高く、以下、学術・開発研究機関（13.4%）、医薬品製造業（11.6%）、業務用機

械器具製造業（9.2%）が続いている（図 2）。  
 

図 2. 業種別  主要業種の研究開発集約度（対売上高・自社負担研究開発支出総額比率：平均値 A）  

 
 

・外部支出研究開発費は、海外より国内への支出額の割合がはるかに大きい。海外への支出

額の割合が相対的に大きい業種は、医薬品製造業、情報サービス業など。 

外部支出研究開発費が研究開発支出総額に占める割合（平均値 B）については、いずれの業種と

も、海外より国内への支出がはるかに大きいが、医薬品製造業、情報サービス業では、海外への支出

割合が比較的大きい（図 3）。 
 

図 3. 業種別 全社の外部支出研究開発費の研究開発支出総額に占める割合（平均値 B）  
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・既存事業向けの研究開発は、新規事業向けの研究開発の３倍強となっている。 

・短期、中期、長期の研究開発の割合では、短期的な研究開発の割合が大きく、中期的な研

究開発及び長期的な研究開発は同程度となった。 

研究開発の性格や目的別の内訳（研究開発費ベースの比率）では、既存事業向けの研究開

発の割合（75.8%）が、新規事業向けの研究開発（24.2%）の３倍強であり、はるかに大きい（図

4(1)）。 
短期、中期、長期の研究開発の割合では、1 年以上 3 年未満で実施する「短期的な研究開発」

の割合は 55.0%、3 年以上 5 年未満で実施する「中期的な研究開発」は 24.8％、5 年以上で実

施する「長期的な研究開発」の割合は 20.2％であった（図 4(2)）。 
 

図 4.   研究開発の性格や目的別の内訳  （研究開発費に基づく比率の平均値）  
（１）既存事業向けの研究開発と新規事業向けの研究開発の割合（N=1,763）  

 

（２）短期的・中期的・長期的な研究開発の割合  
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注１：研究開発の性格や目的別の内訳に関して、研究開発費に基づく比率の回答を求め、その平均

値を示した。  
注２：第６期科学技術・イノベーション基本計画では、「第３章  科学技術・イノベーション政策の推進体制の

強化」の「１．知と価値の創出のための資金循環の活性化」で、「民間投資環境の整備」のための取り

組みの一つとして、「民間企業の中長期・革新的な研究開発等を促し（以下略）」との記述がある。  
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・人工知能（AI）技術や“Society 5.0”の実現のための技術の研究開発を実施する企業の

割合は 24.9%、人文・社会科学等の研究開発を実施する企業の割合は 2.0%であった。 

特定分野・目的の研究開発のうち、「人工知能（AI）技術、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル

空間（現実空間）の融合に関する技術」※の研究開発を実施している企業の割合は 2022 年度調査で

24.9%であった。2020 年度調査以降、実施企業の割合が微減傾向にある。一方、「人文・社会科学

等」の研究開発は 2022 年度調査で 2.0%と小さい値に留まっている（図 5）。  
業種カテゴリーで分けて見ると、「人工知能（AI）技術、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間

（現実空間）の融合に関する技術」の研究開発は、サービス業（48.8%）とその他（52.4%）の実施企

業割合が製造業（19.0%）の 2 倍以上となっている（図 6）。 

※  「サイバー空間とフィジカル空間の融合に関する技術」は、政府の第 6 期科学技術・イノベーション基

本計画において、目指すべき社会である“Society 5.0”の実現のための技術とされている。  
 
図 5.  特定分野・目的の研究開発の実施率推移  

 
 

 図 6.  業種カテゴリー別特定分野・目的の研究開発の実施率  
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・経営理念や経営方針の中で持続可能な開発目標（SDGs）への対応を定めている企業の割合

は 63.4％であった。 

国連が掲げている「持続可能な開発目標（SDGs）」に関して、会社の経営理念や経営方針の中に

SDGs への対応を定めている企業の割合は 63.4％であった。SDGs の 17 のグローバル目標それ

ぞれについて研究開発を実施している企業割合を調べたところ、回答企業の 56.8%が目標 9［インフ

ラ、産業化、イノベーション］と関連付けた研究開発を実施しており、以下、目標 12［持続可能な消費

と生産］（56.5%）、目標 7［エネルギー］（53.8%）、目標 13［気候変動］（52.3%）の実施割合が高く

なっている（図 7）。  
図 7.   SDGs の 17 のグローバル目標のいずれかと関連付けた研究開発を行っている場合、その目標（N＝

1,031） 

 
注１：経営理念や経営方針において、SDGs に対応することとしている企業（1175  社）のうち、SDGs の「17  のグローバル目標」と関連付け

た研究開発の実施状況に回答した企業（1031  社）について集計・図示した。  

注２：内容的に上記の 17 の目標のいずれかに関連する研究開発を実施していても、SDGs とは関係付けていない場合には除外した。  
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２．研究開発者の雇用状況 

・1 社当たりの研究開発者数は平均 145.7 人である。 

・年齢階級別の研究開発者比率の分布は、資本金階級によって多少の違いがある。 

研究開発活動における重要な投入資源のひとつである研究開発者の数は、1 社当たりの平均

値で見ると 145.7 人であった（表 1）。 
資本金階級別に研究開発者の年齢階級別内訳比率（平均値 A）を見ると、資本金 1 億円以上

10 億円未満と資本金 10 億円以上 100 億円未満の企業については、概して年齢が上がるほど

研究開発者比率は小さくなっていく傾向が見られる。また、資本金 100 億円以上の企業につい

ては、35 歳以上 39 歳以下の年齢階級が、それらの前後の年齢階級より高くなっている。（図 8）。  
 

表 1.  資本金階級別 研究開発者を雇用している企業割合及び研究開発者数  

 

 

図 8.  資本金階級別 研究開発者の年齢別内訳比率（平均値Ａ）  
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・2021 年度に研究開発者（新卒・中途を問わず）を採用した企業の割合は、56.9%であり、

前年度より若干の減少となった。 

・学歴別に採用企業割合を見ると、2021 年度は、学士号取得者及び博士課程修了者の採用割

合は前年度より微減したが、修士号取得者の採用割合は 2 年連続で増加した。一方、女性研

究者の採用割合は微減した。 

研究開発者（新卒・中途を問わず）を採用した企業の割合は、2014 年度以降 5 年連続で増

加した後、2019 年度は減少、2020 年度は増加したものの、2021 年度は 56.9%へと減少した。

学歴別に採用した企業割合を見ると、学士号取得者の採用割合は前年度より微減となったが、

修士号取得者の採用割合は、2 年連続での増加となった。また、2021 年度に博士課程修了者

を採用した企業の割合は前年度より減少して 9.3%となり、2011 年度以降の全期間のなかでも

2015 年度に次いで小さい割合となっている。また、女性研究者の採用割合は、前年度より微減

となっている。（図 9）。 
 

図 9. 学歴・属性別  研究開発者の採用を行った企業割合の推移 

 

注 1：採用した研究開発者数の回答に基づいて、研究開発者の採用の有無を集計した。 

注 2：各年度の調査の回答企業は同一でないため、同一条件での経年比較にはならない。 

注 3：採用した研究開発者の学歴を全て把握していない企業もあるため、「研究開発者（新卒・中途を問わず） 

を採用」の企業割合と、学歴別の採用企業割合との関係は必ずしも整合的ではない。 
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・2021 年度は、新卒採用を行った企業の割合が前年度より減少した一方で、中途採用を行っ

た企業の割合が増加に転じた。 

・学士号取得者（新卒）、修士号取得者（新卒）、博士課程修了者（新卒）、女性研究開発

者（新卒）を採用した企業の割合は前年度から減少する一方で、ポストドクター経験者につ

いては、採用企業割合は微増した。 

研究開発者（新卒）を採用した企業の割合は、2020 年度には 8 ポイントの大幅な増加を見せ

たが、2021 年度には前年度から 1.1 ポイント減少した。ただし、2011 年以降では 3 番目に高い

値となっている。一方、中途採用を行った企業の割合は 2019 年度、2020 年度の減少から転じ

て、2021 年度は 1.0 ポイント増加した。 
採用企業割合の推移を学歴・属性別に見ると、学士号取得者（新卒） 、修士号取得者（新卒）、

博士課程修了者（新卒）を採用した企業の割合は、新卒全体と同様に、2020 年度の大幅増から

転じて 2021 年度は減少した。一方、ポストドクター経験者については、採用した企業の割合は 
３年連続で減少したが、2021 年度には微増した。女性研究開発者（新卒）の採用企業割合は

6.3 ポイントの顕著な減少を見せた（図 10）。 

 

図 10. 学歴・属性別  研究開発者の採用を行った企業割合の推移  

 
注：  採用した研究開発者数及びその内訳項目全て（0 人も含む）に回答した企業を集計対象とした。  

31.0% 30.2%
29.4%

32.3%
33.6%

37.7%

48.7%

44.1%

38.5%

46.5%

45.4%（新卒全体）

15.9%
17.0%

15.4%
16.4%

18.8%
19.5%

23.0%
22.1% 26.0%

22.5%（学士・新卒）

26.6%
24.6% 24.5%

26.6% 26.7%

29.1%

37.5%

29.8%

27.3%

33.4%
32.9%（修士・新卒）

6.8% 7.3%
5.5%

6.9% 6.2% 6.8%
8.3%

6.7% 6.2% 6.0%
5.2%（博士・新卒）

1.0%
2.3%

0.9% 1.5% 1.0% 1.7% 1.8% 1.6% 1.0% 0.7% 0.8%（ポスドク）

14.7%
15.9%

14.8%
15.7%

18.3%

20.4%

25.8%

20.9% 20.9%

29.1%

22.8%（女性・新卒）
24.6% 21.2% 20.9%

22.3% 21.5%

24.8%

27.6%

37.6%

32.4%

27.6%

28.6%（中途採用）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

採
用
し
た
と
回
答
し
た
企
業
の
割
合

研究開発者（新卒）
学士号取得者（新卒）
修士号取得者（新卒）
博士課程修了者（新卒）
ポストドクター経験者
女性研究開発者（新卒）
中途採用

（年度）



 

9 

・2021 年度は、研究開発者（新卒）の採用者数（平均値）が前年度から減少した。 

・学歴・属性別に見ると、学士号取得者（新卒）、修士号取得者（新卒）、博士課程修了者

（新卒）は前年度よりいずれも減少した。 

・一方、中途採用者（平均値）は、前年度より増加した。 

採用された研究開発者の人数の平均値の推移を見ると、研究開発者（新卒）全体については、

2021 年度に平均人数が前年度より減少した。  
学歴・属性別に見ると、学士号取得者（新卒）、修士号取得者（新卒）、博士課程修了者（新

卒）、女性研究開発者（新卒）のいずれも採用者数（平均値）が前年より減少した。 
中期的な傾向としては、2013 年度以降、研究開発者（新卒）全体は、緩やかに増加している

と考えられる。中途採用者については、2020 年度に顕著に減少したが、2021 年度は、2014 年

度や 2015 年度の水準まで増加した（図 11）。 
 

図 11.   採用された研究開発者の 1 社当たり平均人数の推移  

 
 

注 1：  採用した研究開発者数及びその内訳項目全て（0 人も含む）に回答した企業を集計対象とした。  
注 2：  平均値は、回答企業全体での研究開発者の採用者数の合計値を、回答企業数で除した値を用いた。  
注 3：  ポストドクターの採用者数は、1 社当たり平均値が小さいため、省略した。  
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・研究開発者の採用後の印象では、学士号取得者、修士号取得者、博士課程修了者のいずれ

も「期待を上回った」の回答割合が前年度より増加した。さらに、「期待を下回った」の回

答割合がいずれも前年度より減少した。 

過去 3 年間に研究開発者を採用した企業の、採用した研究開発者についての印象は、いず

れの学歴区分についても「ほぼ期待通り」の割合が最も高い。学歴別では、「期待を上回った」と

の回答割合がポスドクで最も大きい。一方、「期待を下回った」の回答割合は、博士課程修了者

が 6.0%と最も大きいが、「期待を上回った」とする企業は 9.1%であり、期待を上回る人材が多い

とする企業が多い（図 12）。また、「期待を上回った」と「期待を下回った」の回答割合の推移を見

ると、学士号取得者、修士号取得者、博士課程修了者のいずれも 2021 年調査では、「期待を上

回った」 の割合が前年より増加した。一方、「期待を下回った」の割合は前年より減少し、研究開

発人材を概ね高く評価する企業が増加していることが考えられる（図 13）。  
 

図 12.  研究開発者の採用後の印象（学歴別）  

 

図 13.  研究開発者の採用後の印象：「期待を上回った」  と「期待を下回った」の回答割合の推移
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・学士号取得者・修士号取得者の採用においては、多くの企業が研究開発者の資質や潜在能

力、新たな課題を見出す能力を重視している。 

・中途採用については、回答企業の 7 割が「研究開発の即戦力として期待できる人材」の採

用を重視している。 

・博士課程修了者の採用では、多くの企業で研究開発者の基本的な能力や専門分野が重視さ

れている。 

研究開発者の採用において重視する人材として、学士号取得者・修士号取得者については、

「研究開発者としての資質や潜在能力が高いと考えられる人材」、「取り組むべき新たな課題を自

ら見出すことや、既存の方法を変革して新しい社会的価値を生み出すことが期待できる人材」の

回答割合が高く、多くの企業が研究開発者の資質や潜在能力、新たな課題を見出す能力を重

視している。 
中途採用では、回答企業の 7 割が、「研究開発の即戦力として期待できる人材」を重視してお

り、それに続いて、「自社にとって重要な分野を専門としている人材」と「自社に導入したい特定

の専門知識を持っている人材」の回答割合が大きい。 
博士課程修了者の採用で重視する人材については、「研究開発者としての資質や潜在能力

が高いと考えられる人材」、「自社にとって重要な分野を専門としている人材」の回答割合が高く、

多くの企業で研究開発者の基本的な能力や専門分野が重視されている（図 14）。 
 

図 14.  学士号取得者・修士号取得者の新卒採用、博士課程修了者の新卒採用、中途採用で重視する人材  
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・研究開発者の確保に向けた取組として、大学学部等の学生または大学院生を対象に、研究

開発者としての就業体験に関するインターンシップを実施している企業の割合はいずれも 3

割程度であった。また、研究開発における大学との連携を通じた学生の採用活動を行う企業

の割合は 31.7%であった。 

研究開発者の確保に向けた取組として、大学学部等の学生または大学院生を対象に、研究

開発者としての就業体験に関するインターンシップを実施している企業の割合は、それぞれ

35.5%、27.4%であった。いずれの取組も実施しない企業が 43.7%存在する中で、比較的高い

割合を示した。 
また、研究開発における大学との連携を通じた学生の採用活動を行う企業の割合は 31.7%で

あった。一方で、公的研究機関や企業との連携における研究開発人材の採用活動を行う企業の

割合は 4.9%に留まり、大学との連携によって人材の採用活動を行う企業が相対的に多いことが

分かる（図 15）。  
 

 

図 15.   研究開発者の確保に向けた取組  
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・研究開発者の能力向上のために、研究開発者の社会人大学院生としての大学院通学・研究

のサポート、及び、論文博士による博士号取得のサポートを実施している企業の割合はとも

に 1 割強であった。この割合は博士課程修了者を採用している企業の割合（9.3%）より高い。 

研究開発者の能力向上のために、研究開発者の社会人大学院生としての大学院通学・研究

のサポート、及び論文博士による博士号取得のサポートを実施している企業の割合はそれぞれ

16.4%、14.5%であった。これらの割合は高くないが、博士課程修了者を採用している企業の割

合（9.3%）を上回っている。 
また、研究開発者が入社後に大学院で学位を取得することで社内における処遇・給与が向上

する制度があると回答した企業の割合は 5.0%、研究開発者の能力向上を目的として大学・公的

研究機関に派遣している企業の割合は 17.6%であった（図 16）。 
 
 

図 16.   研究開発者の能力向上のための取組  
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３．主要業種における研究開発 

・2022 年度調査によると、研究開発の結果として、2021 年度に 28.3%の企業が「新しいまた

は大幅に改善した新製品・サービス」を投入し、20.0%の企業が「新しいまたは大幅に改善

した生産工程・配送方法等」を導入した。 

 

2022 年度調査によると、主要業種における研究開発の結果としての新しい製品・サービスや製造

方法・ビジネスモデル等の 2021 年度の投入・導入状況では、「新しいまたは大幅に改善した製品・

サービスの投入」を実現した企業の割合は 28.3%、「新しいまたは大幅に改善した生産工程・配送方

法等を導入」した企業の割合は 20.0%などの結果となった（図 17）。新製品・サービスを投入するパ

ターン間の相対的な割合には大きな変化はないものの、実現したと回答した企業の割合は微減傾向

がみられる。  
 

図 17.  研究開発の結果としての新製品・サービス等を投入・導入した企業の割合  

 

 

 

  



 

15 

４．知的財産活動への取り組み 

・2021 年度の 1 社当たりの国内特許出願件数は平均 62.1 件で、資本金階級 100 億円以上の

企業においては平均 262.7 件となっている。 

国内特許出願件数、国際特許出願件数（PCT 出願件数）、外国特許出願件数（外国への直

接出願等の件数）のいずれも、資本金階級が上になるほど平均値・中央値ともに高くなる（表 2）。

これらのここ最近 10 年間の推移を見ると、国内出願件数と外国出願件数は減少傾向にあるが、

国際出願件数、米国特許商標庁(USPTO) への出願件数、中国国家知識産権局（SIPO）への

出願件数は横ばい状態である（図 18）。 
 

表 2.  資本金階級別  特許出願件数  

 
 

図 18.  特許出願件数（1 社当たり平均件数）：2012 年度から 10 年間の推移  

  
 
・国内特許のライセンス・インとライセンス・アウトの金額（平均値）には、回答企業全体で
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権を他者に売却したり、使用を許諾したりすること）の金額の平均値は 3,719.3 万円で、件数の平

均値は 2.6 件である。これら２つの金額の平均値は、資本金階級が 100 億円以上の企業で最大

になっている（表 3）。 
 

表 3. 資本金階級別  国内特許ライセンス状況  

 
注：  ライセンス・インとライセンス・アウトの件数と金額の設問に回答した企業を対象に回答結果を集計した。  
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10億円以上100億円未満 544 15.4 5.0 468 2.9 0.0 459 9.8 1.0
100億円以上 276 262.7 77.0 267 78.6 8.0 262 285.2 42.5
全体 1378 62.1 5.0 1198 19.3 0.0 1186 69.2 1.0
注： 特許出願件数に回答した企業を対象に、その特許出願件数の平均値と中央値を示した。
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５．他組織との連携・外部知識等の活用 

・75.0%の企業が、主要業種の研究開発において他組織との連携を実施している。 

2021 年度に主要業種の研究開発において他組織との連携※を実施したことがある企業の割

合は、75.0%である（図 19）。 
連携した研究開発が既存事業向けか、新規事業向けか、に関しては、全ての資本金階級で、

既存事業向け（「既存事業向けのみ」＋「両方」）の実施企業割合が、新規事業向けより高い。

特に、資本金 1 億円以上 10 億円未満の階級では、「既存事業向けのみ」の実施企業割合が

50％を超えている。一方、資本金 100 億円以上の企業では、新規事業・既存事業の「両方」向

けの実施企業割合がもっとも高い（図 20）。 
 
※  「他組織との連携」とは、研究開発活動を促進させるために、他組織などが持つ技術・ノウハウ・情報を

利用したり、自社が持つこれらを他組織に提供したりすることなどであり、特定の他組織と目的を持って

交流する関係のことを示す。この「連携」には、水平的な協力関係だけでなく、下請け契約およびサプラ

イヤー、顧客との協力関係も含む。  
 

図 19. 他組織との連携の有無（N=1,831）  

 
 

 
図 20. 他組織との連携の有無：既存事業向け・新規事業向けの研究開発における連携の割合  
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・企業の合併・買収（M&A）の実施状況において、「自社の既存事業の拡大を目的に含んでい

る」の比率が最も高い。  

2021 年度における企業の合併・買収（M&A）の実施状況を尋ねると、企業を対象とした合併・買

収（M&A）を実施した企業が 11.0%、実施していない企業が 89.0%であった（図 21）。さらに、企業

を対象とした合併・買収（M&A）を実施したと回答した企業 152 社を対象に、実施した合併・買収

（M&A）の目的や内容について、7 つの選択肢から尋ねた。「自社の既存事業の拡大を目的に含ん

でいる」と回答した割合が 76.3%で最も高く、以下「自社の新規事業の立ち上げを目的に含んでいる」

及び「研究開発部門が対象に含まれている」（各々34.2%）が続いているが、その他の目的や内容は

いずれも 3 割未満となっている（図 22）。  
 

図 21. 企業を対象とした合併・買収（M&A）（注１）の実施の有無（N=1,376）（注２）  
 

 
 

注 1：「企業の合併・買収（M&A）」は、自社以外の企業を対象とした合併、買収、資本提携、資本参加、出資拡大、事業譲受、事業提携な

どを指す。  
注 2：「企業を対象とした合併・買収（M&A）を実施した」または「企業を対象とした合併・買収（M &A）を実施していない」のどちらかを回答

した企業を対象とした。  

 

 

図 22. 企業の合併・買収（M&A）（注１）を通じた外部の知的資源・能力の獲得の状況  

 
注 1：「企業の合併・買収（M&A）」は、自社以外の企業を対象とした合併、買収、資本提携、資本参加、出資拡大、事業譲受、事業提携な

どを指す。  
注 2：「スタートアップ」は、成長産業領域（今後、高い成長率が見込まれる産業）において事業活動を行う事業者のうち、①創業 10  年程度

である、②未上場企業である、という条件を満たす事業者を指す。  
 

「企業を対象とした合併・買収（M&A）を実施した
「企業を対象とした合併・買収（M&A）を実施していない
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・回答企業が最も多く連携した他組織は国内の大学等であるが、最も規模の大きい連携を

行った他組織は大企業であるとの回答割合が最大となっている。 

研究開発の促進を目的とした他組織との連携について、他組織の種類別の連携実施割

合をみると、国内の大学等（72.8%）が最も大きく、続いて大企業（68.0%）、中小企業

（48.8%）となっている（図 23）。 
 

 
図 23. 研究開発の促進を目的とした他組織との連携の実施割合：他組織の種類別  

 

 
注 1：他組織の種類（「その他」を含む 8 種類）別に、「連携した」と回答した企業の割合を示した。  
注 2：「大企業」、「中小企業」は「外部コンサルタントや民間研究所」、「ベンチャー企業・新興企業」を含ま

ない。  
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６．科学技術に関する政府の施策・制度の利用状況 

・「試験研究費に係る税額控除制度（総額型）」を利用した企業は 41.7%。 

・いずれの制度とも資本金階級が高いほど利用割合が大きい傾向があるが、特に「オープン

イノベーション型」を利用している企業は、資本金 100 億円以上の企業に強く集中している。 

2021 年度に、「試験研究費に係る税額控除制度（総額型）」を利用した企業は 41.7%である

が、「試験研究費の額に係る税額控除制度（オープンイノベーション型）」を利用した企業は

6.1%であった。組織連携支援事業の利用割合（1.9%）は小さいが、公共調達制度の利用割合

（1.1%）より大きい（表 4）。 
資本金階級別に見ると、いずれの施策・制度とも、概して資本金階級が上になるほど利用割合

が高くなる傾向がある。特に、「試験研究費の額に係る税額控除制度（オープンイノベーション

型）」の利用割合は、資本金 100 億円以上の企業では 20.6%であるのに対し、それ以外の２つ

の資本金階級では 3%台であり、同制度の利用企業が大企業に強く集中していることが分かる

（図 25）。 
 
 

表 4. 研究開発費に関する政府の科学技術関連施策の利用の有無：資本金階級別  

 
 

図 25. 研究開発費に関する政府の科学技術関連施策の利用の有無：資本金階級別  
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全体 1826 41.7% 6.1% 15.6% 1.1% 1.9%
注：5つの制度の全てについての利用の有無を回答した企業を対象に集計した。
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７．社会・経済の状況の大きな変化への研究開発活動における対応 

・新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行やロシアによるウクライナ侵略に起因する

大きな社会・経済の状況の変化に対して、研究開発活動に変化がないと回答した企業の割合

が 2021 年度実績で 72.6％、2022 年度予定で 73.4％であった。 

・「研究開発テーマやプロジェクトの絞り込み」「研究開発に関する外部との連携の縮小」

と研究開発を抑制する企業の割合は 2021 年度と比較して 2022 年度では減少した。一方「新

たな研究開発プロジェクトの立ち上げ」「研究開発における新たな外部連携の立ち上げ」の

研究開発を拡大する企業の割合は 2021 年度に比べて 2022 年度で増加した。 

2021 年度において、新型コロナウイルス感染症の流行やロシアによるウクライナ侵略に起因

する社会・経済の状況の変化への対応※として「研究開発テーマやプロジェクトの絞り込み」「研

究開発に関する外部との連携の縮小」を実施した企業の割合は 12.6%、8.1%であった。一方、

2021 年度に「新たな研究開発プロジェクトの立ち上げ」「研究開発における新たな外部連携の

立ち上げ」を実施した企業の割合は 12.0%、8.7%となっており、新たな研究開発活動につなが

るような影響もあった。 
さらに 2022 年度の計画については「研究開発テーマやプロジェクトの絞り込み」「研究開発に

関する外部との連携の縮小」を予定している企業が 9.6%、4.9%である一方、「新たな研究開発

プロジェクトの立ち上げ」「研究開発における新たな外部連携の立ち上げ」を予定している企業の

割合は 14.6%、11.7%となっており、研究開発活動を抑制する影響が軽減される傾向が見られ

た（図 26）。 
 
図 26. 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行や 2022 年のロシアによるウクライナ侵略に起因する

大きな社会・経済の状況の変化に対する 2021 年度及び 2022 年度の対応  

 
注 1：「研究開発テーマやプロジェクトの絞り込み」は、前年度と比較して、研究開発テーマやプロジェクトの件数や範囲を減らした場合を指す。 
注 2：「研究開発に関する外部との連携の縮小」は、研究開発に関する外部連携の規模、範囲、達成目標などを前年度と比較して縮小した場合（中止の場合

を含む）を指す。 
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